
  

重点プロジェクト（まち・ひと・しごと創生総合戦略） 



事業名（手段） 直接成果 （直接アウトカム） 中間成果（ＫＰＩ）活動～産出
（アクティビティ・アウトプット）

コンパクト・プラス・
ネットワーク推進事業

複合施設整備事業

本厚木駅北口周辺整備事
業

新たな交流拠点としての
多目的アリーナ整備・運
営事業

愛甲石田駅周辺整備事業

街路整備事業

バスの定時性速達性を確
保するための対策等を行
う。

未来・図書館、市庁舎等
からなる複合施設「あつ
めき」を整備する。

本厚木駅北口周辺をデザ
イン・機能性に優れた街
並みへ再整備する。

本庁舎敷地跡地等を活用
して多目的アリーナを整
備する。

愛甲石田駅周辺を交通結
節機能が充実した都市拠
点として整備する。

都市計画道路を整備する。

路線バスの利便性が向上
する。

公共施設や公共空間等の
充実により空間価値が向
上し、まち歩きの範囲が
広がる。

都市基盤のリニューアル
により都市機能が強化さ
れ、歩行者優先の都市空
間に生まれ変わる。

中心市街地において市民
が活動・交流・滞留する
空間が創出される。

愛甲石田駅を利用する人
が増える。

厚木市に来訪する人が増
加する。

本厚木駅及び愛甲石田駅
の一日平均降車人数（定
期外）

中心市街地に人が増える。

中心市街地の歩行者数

新たな人の流れが
生まれるまち

広域的な公共交通機関が
充実する。

中心市街地において市民
団体等による活動が促進
される。

本厚木駅周辺に回遊性が
生まれる。

戦略１（住みたいまち） 重点テーマ① 新たな人 の流れを生み出すまちづくり

・本厚木駅北口周辺の一体的かつデザイン・機能性に優れた街並みへの再 整備
・本庁舎敷地跡地の活用による中心市街地の活性化
・心地よい時間を過ごせるエリアを目指した愛甲石田駅周辺の整備
・交通利便性の高い広域的な道路網の整備

駅へのアクセス性が向上
し、快適で円滑な乗り換
えができる。

広域的な道路網が充実す
る。

交通混雑が解消し、円滑
に通行できる。

ＫＰＩ（中間目標）

ＫＰＩ（中間目標）



重点テーマ①　新たな人の流れを生み出すまちづくり

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

① 人 ↑
35,909

(令和６年度)
36,775 37,208 37,641 38,074 38,500

（企画部）
企画政策課

② 人 ↑ 98,066 98,360 98,852 100,335 101,338 102,336
（産業文化スポーツ部）
商業観光課

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

1
コンパクト・プラス・ネットワーク推
進事業

バスの定時性速達性を確保するための対策等を
行う。

15 都市・交通
公共交通の維持
向上に向けた調
査・研究

ー ー 調査・研究 調査・研究 調査・研究 調査・研究 調査・研究 調査・研究
（都市みらい部）
都市計画課

2 複合施設整備事業
未来・図書館、市庁舎等からなる複合施設「あ
つめき」を整備する。

15 都市・交通
複合施設整備の
進捗

ー ー 建設工事 建設工事
建設工事
供用開始

ー ー ー

（財務部）
庁舎管理課
（都市インフラ整備部）
交通混雑対策課

3 本厚木駅北口周辺整備事業
本厚木駅北口周辺をデザイン・機能性に優れた
街並みへ再整備する。

15 都市・交通
本厚木駅北口地
区市街地再開発
事業の進捗

ー ー
基本計画案

の検討
基本計画案

の策定
都市計画協

議
都市計画決

定
組合設立認

可
権利変換認

可
（都市みらい部）
市街地整備課

4
新たな交流拠点としての多目的アリー
ナ整備・運営事業

本庁舎敷地跡地等を活用して多目的アリーナを
整備する。

15 都市・交通
多目的アリーナ
整備の進捗

ー ー
基本計画の
素案を策定

基本計画の
策定

実施方針の
策定

事業者選定
（公募）

基本設計 建設工事
（企画部）
行政経営課

5 愛甲石田駅周辺整備事業
愛甲石田駅周辺を交通結節機能が充実した都市
拠点として整備する。

15 都市・交通
愛甲石田駅周辺
整備の進捗

ー ー
勉強会の

開催
勉強会の

開催
勉強会の

開催
基本計画検

討
基本計画検

討
基本計画策

定
（都市みらい部）
市街地整備課

6 街路整備事業 都市計画道路を整備する。 16 道路 事業進捗率 ％ ↑ 30.0 32.0 34.0 35.0 39.0 46.0
（都市インフラ整備部）
交通混雑対策課

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

No. 事業名
ロジックモデルにおける取組内容

（活動～産出）
施策

事業指標

アウトプット指標 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

目標値

（担当部等）
担当課等

（担当部等）
担当課等

目標値

本厚木駅及び愛甲石田駅の一日平均降車人数（定期外）

中心市街地の歩行者数

戦略１（住みたいまち）　重点テーマ①　新たな人の流れを生み出すまちづくり



事業名（手段） 直接成果 （直接アウトカム） 中間成果（ＫＰＩ）活動～産出
（アクティビティ・アウトプット）

戦略１（住みたいまち） 重点テーマ② 新たな発 見がある魅力的なまちづくり

・スポーツ、文化芸術、歴史など新たな発見や感動を得られる環境づくり
・観光や自然環境など地域に根差した資源を活用した取組の推進
・広域的な課題の解決を図る取組の推進
・ＳＮＳなどの多様な情報発信ツールを活用した魅力発信体制の確立

里地里山保全等促進事業

生物多様性あつぎ戦略推
進事業

市民スポーツ推進事業

スポーツの聖地づくり推
進事業

スポーツの聖地づくり環
境整備推進事業

あつぎ市民芸術文化祭開
催事業

文化芸術振興事業

あつぎ郷土博物館活動推
進事業

市史編さん事業

魅力発信事業

観光プロモーション事業

観光資源活性化事業

広域都市連携推進事業

里地里山保全団体の活動
を支援する。

生物多様性の保全等に関
する普及啓発を実施する。

スポーツ事業の実施や支援
を通じて、市民のスポーツ
活動の機会を提供する。

スポーツ大会の事業費用
を助成する。

既存市内スポーツ施設の
再整備を行う。

市民文化祭等の実施によ
り文化芸術の発表及び鑑
賞の機会を設ける。

文化芸術活動の場の提供
や活動の周知を行う。

本市の文化や自然に関する
資料を博物館で公開する。

本市の歴史資料の調査、収
集等により、『厚木市史』
を刊行する。

本市をＰＲするためのコ
ンテンツを発信する。

本市の観光資源について
のプロモーションを実施
する。

観光コンテンツ創出に取
り組んでいる団体等を支
援する。

周辺市町村と連携して広
域圏における観光資源の
ブランド化等を進める。

保全団体及び市民が里地
里山の保全に係る取組を
行う。

市民が生物多様性の保全
等に係る取組を行う。

市民等がスポーツ活動を
行う。

再整備した施設で市民が
スポーツ活動を行う。

市民等が文化芸術の活動
や鑑賞などを行う。

市民等があつぎ郷土博物
館に来館する。

『厚木市史』が閲覧され
る。

発信したコンテンツが閲
覧される。

観光客等が観光プロモー
ションを利用又は参加す
る。

観光客等が観光コンテン
ツに参加する。

本市を含む広域圏におけ
る観光資源のブランド力
が高まる。

自然に囲まれた豊かな住
環境が形成される。

文化的に豊かな住環境が
形成される。

本市のさまざまな魅力が
広く発信される。

本市の観光への認知度が
市内外で高まる。

市外在住者が厚木市に移
住する。

転入者数（暦年）

市内の観光客が増加する。

市内の延べ観光客数（暦
年）

新たな発見がある
魅力的なまち

市内でスポーツ大会が開
催される。

ＫＰＩ（中間目標）

ＫＰＩ（中間目標）



重点テーマ②　新たな発見がある魅力的なまちづくり

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

① 人 ☇ 10,901 10,804 10,707 10,610 10,513 10,416
（企画部）
企画政策課

② 人 ↑
2,458,965

(令和６年）
2,510,000 2,515,000 2,520,000 2,525,000 2,530,000

（産業文化スポーツ部）
商業観光課

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

1 里地里山保全等促進事業 里地里山保全団体の活動を支援する。
24　自然・生活

環境
里地里山保全活
動団体の認定数

団体 ↑ 9 9 10 11 12 13
（環境農政部）
環境政策課

2 生物多様性あつぎ戦略推進事業
生物多様性の保全等に関する普及啓発を実施す
る。

24　自然・生活
環境

生物多様性に係
る普及啓発事業
実施回数

回 ↑ 5 5 6 6 6 7
（環境農政部）
環境政策課

3 市民スポーツ推進事業
スポーツ事業の実施や支援を通じて、市民のス
ポーツ活動の機会を提供する。

25 スポーツ 事業実施回数 回 → 84 94 94 94 94 94
（産業文化スポーツ部）
スポーツ魅力創造課

4 スポーツの聖地づくり推進事業 スポーツ大会の事業費用を助成する。 25 スポーツ
各補助金の交付
件数

件 ↑ 36 50 60 65 65 65
（産業文化スポーツ部）
スポーツ魅力創造課

5
スポーツの聖地づくり環境整備推進事
業

既存市内スポーツ施設の再整備を行う。 25 スポーツ

スポーツの聖地
づくり基本計画
に位置付ける各
事業の進捗率

％ ↑ 0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
（産業文化スポーツ部）
スポーツ魅力創造課

6 あつぎ市民芸術文化祭開催事業
市民文化祭等の実施により文化芸術の発表及び
鑑賞の機会を設ける。

26 文化芸術
文化芸術事業の
出演者及び出展
者数

人 ↑ 2,097 3,080 3,130 3,180 3,230 3,280
（産業文化スポーツ部）
文化魅力創造課

7 文化芸術振興事業 文化芸術活動の場の提供や活動の周知を行う。 26 文化芸術
文化芸術発信事
業数

事業 → 10 12 12 12 12 12
（産業文化スポーツ部）
文化魅力創造課

8 あつぎ郷土博物館活動推進事業
本市の文化や自然に関する資料を博物館で公開
する。

26 文化芸術
特別展示及び企
画展示の実施回
数

回 → 4 4 4 4 4 4
（産業文化スポーツ部）
文化魅力創造課

9 市史編さん事業
本市の歴史資料の調査、収集等により、『厚木
市史』を刊行する。

26 文化芸術
『厚木市史』発
刊数

冊 → ー 1 ー 1 ー 1
（産業文化スポーツ部）
文化魅力創造課

10 魅力発信事業 本市をＰＲするためのコンテンツを発信する。 28 魅力発信
ＹｏｕＴｕｂｅ
発信件数

件 ↑ 65 74 78 82 86 90
（企画部）
広報シティプロモーショ
ン課

11 観光プロモーション事業
本市の観光資源についてのプロモーションを実
施する。

27 観光
観光プロモー
ション実施件数

件 ↑ 11 12 13 14 15 16
（産業文化スポーツ部）
商業観光課

12 観光資源活性化事業
観光コンテンツ創出に取り組んでいる団体等を
支援する。

27 観光
観光地の魅力づ
くり事業数

事業 → 2 1 1 1 1 1
（産業文化スポーツ部）
商業観光課

13 広域都市連携推進事業
周辺市町村と連携して広域圏における観光資源
のブランド化等を進める。

行財政運営の五
つの基本姿勢

県央やまなみ協
議会観光推進専
門部会による実
施事業数

事業 → 3 3 3 3 3 3

（企画部）
行政経営課
（産業文化スポーツ部）
商業観光課

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

No. 事業名
ロジックモデルにおける取組内容

（活動～産出）
施策

事業指標

アウトプット指標 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

目標値

（担当部等）
担当課等

（担当部等）
担当課等

目標値

転入者数（暦年）

市内の延べ観光客数（暦年）

戦略１（住みたいまち）　重点テーマ②　新たな発見がある魅力的なまちづくり



事業名（手段） 直接成果 （直接アウトカム） 中間成果（ＫＰＩ）活動～産出
（アクティビティ・アウトプット）

地域防災力強化事業

避難所機能強化事業

総合防災訓練等事業

感震ブレーカー整備事業

防犯対策事業

安心・安全対策整備事業

自主防犯対策支援事業補
助事業

地域防災の担い手育成に
対する支援を行う。

避難所における資機材や
運営体制等を整備する。

総合防災訓練を実施する。

感震ブレーカーの有償配
布を行う。

市民パトロール車に対し、
補助金を交付する。

自主防犯活動団体（自治
会等）による防犯カメラ
の設置に対する補助金交
付を行う。

市民による防犯機器の導
入に係る費用を助成する。

地域防災の担い手が育成
される。

避難所運営が効率化され
る。

市民の防災知識及び意識
が向上する。

市民がパトロールを実施
する。

市民が自宅に防犯機器を
設置する。

災害への備えに取り組ん
でいる市民が増加する。

ハザードマップを確認し
ている市民の割合

犯罪が減少する。

刑法犯認知件数（暦年）

穏やかに暮らせる
安心・安全なまち

地域の防災・減災能力が
向上する。

犯罪や被害が未然防止又
は早期解決される。

戦略１（住みたいまち） 重点テーマ③ 穏やかに 暮らせる安心・安全な環境づくり

・災害による被害を最小限に抑える防災・減災対策の充実
・犯罪を起こさせない環境づくりによる安心して暮らせるまちの実現

市民が自宅等に感震ブ
レーカーを設置する。

自主防犯活動団体が防犯
カメラを設置する。

ＫＰＩ（中間目標）

ＫＰＩ（中間目標）



重点テーマ③ 穏やかに暮らせる安心・安全な環境づくり

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

① ％ ↑ 53.9 55.0 56.1 57.2 58.3 59.4
（企画部）
危機管理課

② 件 ↓
1,385

(令和６年)
1,360 1,320 1,280 1,240 1,200

（市民交流部）
くらし交通安全課

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

1 地域防災力強化事業 地域防災の担い手育成に対する支援を行う。 11 防災・減災
防災資機材等取
扱研修会の実施
回数

回 → 2 2 2 2 2 2
（企画部）
危機管理課

2 避難所機能強化事業
避難所における資機材や運営体制等を整備す
る。

11 防災・減災
避難所運営委員
会の組織数

団体 → 42 42 42 42 42 42
（企画部）
危機管理課

3 総合防災訓練等事業 総合防災訓練を実施する。 11 防災・減災
総合防災訓練実
施回数

回 → 210 213 213 213 213 213
（企画部）
危機管理課

4 感震ブレーカー整備事業 感震ブレーカーの有償配布を行う。 11 防災・減災
感震ブレーカー
有償配布個数
（累計）

個 ↑ 2,600 3,300 4,300 5,300 ー ー
（企画部）
危機管理課

5 防犯対策事業 市民パトロール車に対し、補助金を交付する。 13 防犯
青色回転灯搭載
車（青パト）台
数

台 ↑ 134 160 170 180 190 200
（市民交流部）
くらし交通安全課

6 安心・安全対策整備事業
自主防犯活動団体（自治会等）による防犯カメ
ラの設置に対する補助金交付を行う。

13 防犯
自主防犯活動団
体への補助件数

件 ↑ 52 55 59 63 67 71
（市民交流部）
くらし交通安全課

7 自主防犯対策支援事業補助事業
市民による防犯機器の導入に係る費用を助成す
る。

13 防犯 補助金交付件数 件 ↑ ー 170 180 190 200 210
（市民交流部）
くらし交通安全課

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

No. 事業名
ロジックモデルにおける取組内容

（活動～産出）
施策

事業指標

アウトプット指標 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

目標値

（担当部等）
担当課等

（担当部等）
担当課等

目標値

ハザードマップを確認している市民の割合

刑法犯認知件数（暦年）

戦略１（住みたいまち）　重点テーマ③　穏やかに暮らせる安心・安全な環境づくり



事業名（手段） 直接成果 （直接アウトカム） 中間成果（ＫＰＩ）活動～産出（アクティビティ・アウトプット）

地域福祉推進事業

コミュニティ推進事業

自治会支援事業

市民活動推進事業

市民協働推進事業

公民館活動事業

高齢者外出支援事業

重層的支援体制推進事業

一般介護予防事業【一般
会計】

戦略１（住みたいまち） 重点テーマ④ つながり 支え合う地域づくり

一般介護予防事業【介護
保険事業特別会計】

健康増進事業

予防接種事業（成人保
険）

長寿健康診査等事業【後
期高齢者医療事業特別会
計】

特定健康診査等事業【国
民健康保険事業特別会計】

未病施策事業

各地区地域福祉推進委員
会による地域福祉活動を
支援する。

地域づくり推進委員会の
地域づくり活動に対し補
助金を交付する。

自治会の業務負担を軽減
する。

ボランティア団体等の市
民活動団体に補助金を交
付する。

市民協働提案事業を実施
する。

公民館において地域住民
が参加するさまざまな事
業を実施する。

高齢者タクシー利用券を
交付する。

相談支援包括化推進員に
よる重層的支援相談を実
施する。

地域の通いの場等における
高齢者向けの健康体操の取
組に対し支援を行う。

介護予防教室を開催する。

検診・健診事業及び健康
増進事業を実施する。

予防接種を実施する。

長寿健康診査を実施する。

特定健康診査を実施する。

健康講座等の未病施策事
業を開催する。

各地区の地域福祉推進委
員会による地域福祉活動
に地域住民が参加する。

地域づくり推進委員会に
よる地域づくり活動に地
域住民が参加する。

市民が自治会に加入する。

市民活動団体と市が協働
して地域課題の解決に取
り組む。

地域住民が地域課題を解
決するための知識等を得
る。

高齢者の外出が増える。

高齢者が健康体操に取り
組む。

市民等が介護予防教室に
参加する。

疾病の予防、早期発見及
び早期治療が進む。

地域住民が主体となり住
み続けたい地域づくりが
行われる。

市民の健康に対する意識
が向上する。

転出者が減少する。

転出者数（暦年）

生活習慣病等の疾病患者
数が減少する。

日常生活に制限がある平
均期間の短縮

つながり支え合う
地域づくり

健康づくり事業
各種健康づくり事業を実
施する。

市内で活動する市民活動
団体数が増える。

支援を必要とする人が、
適切な支援につながる。

・健康で自分らしく暮らし続けることができる地域社会の実現
・市民と協働による地域課題の解決

ＫＰＩ（中間目標）

ＫＰＩ（中間目標）



重点テーマ④　つながり支え合う地域づくり

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

① 人 ↓ 10,063 10,018 9,973 9,927 9,882 9,837
（企画部）
企画政策課

② 年 ↓
男　2.4
女　3.9

(令和６年度)

男　2.4
女　3.9

男　2.4
女　3.9

男　2.3
女　3.8

男　2.3
女　3.8

男　2.3
女　3.8

（市民福祉部）
国保年金課

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

1 地域福祉推進事業
各地区地域福祉推進委員会による地域福祉活動
を支援する。

03 地域福祉
地区地域福祉推
進委員会交付金
の交付件数

件 → 15 15 15 15 15 15
（市民福祉部）
地域包括ケア推進課

2 コミュニティ推進事業
地域づくり推進委員会の地域づくり活動に対し
補助金を交付する。

08 市民協働 交付決定地区数 地区 → 15 15 15 15 15 15
（市民交流部）
市民協働推進課

3 自治会支援事業 自治会の業務負担を軽減する。 08 市民協働
自治会向けＳＮ
Ｓシステムの運
用

ー ー 運用 運用 運用 運用 運用 運用
（市民交流部）
市民協働推進課

4 市民活動推進事業
ボランティア団体等の市民活動団体に補助金を
交付する。

08 市民協働
市民活動推進補
助金の交付件数

件 ↑ 11 16 18 18 18 18
（市民交流部）
市民協働推進課

5 市民協働推進事業 市民協働提案事業を実施する。 08 市民協働
市民提案型事業
の申請件数

件 ↑ 8 6 6 7 7 7
（市民交流部）
市民協働推進課

6 公民館活動事業
公民館において地域住民が参加するさまざまな
事業を実施する。

07 社会教育
学級・講座の開
催数(講座数)

回 → 210 210 210 210 210 210
（市民交流部）
市民協働推進課

7 高齢者外出支援事業 高齢者タクシー利用券を交付する。 04 高齢者福祉
高齢者タクシー
利用券交付人数

人 ↑ 8,000 10,000 10,500 11,000 11,500 12,000
（市民福祉部）
福祉総合支援課

8 重層的支援体制推進事業
相談支援包括化推進員による重層的支援相談を
実施する。

03 地域福祉
重層的支援相談
件数

件 ↑ 47 50 60 75 75 75
（市民福祉部）
福祉総合支援課

9 一般介護予防事業【一般会計】
地域の通いの場等における高齢者向けの健康体
操の取組に対し支援を行う。

04 高齢者福祉

健康体操（いき
いき百歳体操）
を導入した団体
数

件 ↑ ー 10 20 30 40 50
（市民福祉部）
地域包括ケア推進課

10
一般介護予防事業【介護保険事業特別
会計】

介護予防教室を開催する。 04 高齢者福祉 教室開催回数
コー
ス

→ ー 10 10 10 10 10
（市民福祉部）
地域包括ケア推進課

11 健康増進事業 検診・健診事業及び健康増進事業を実施する。 06 保健・医療 がん集団検診実
施日数

日
→

77 77 77 77 77 77
（健康こどもみらい部）
健康医療課

12 予防接種事業（成人保健） 予防接種を実施する。 06 保健・医療
高齢者肺炎球菌
ワクチン予防接
種の案内発送率

％ → 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（健康こどもみらい部）
健康医療課

13
長寿健康診査等事業【後期高齢者医療
事業特別会計】

長寿健康診査を実施する。 06 保健・医療
対象者への通知
率

％ → 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（市民福祉部）
国保年金課

14
特定健康診査等事業【国民健康保険事
業特別会計】

特定健康診査を実施する。 06 保健・医療
対象者への通知
率

％ → 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（市民福祉部）
国保年金課

15 未病施策事業 健康講座等の未病施策事業を実施する。 06 保健・医療
未病施策事業の
開催日数

日 ↑ 266 268 269 270 271 272
（健康こどもみらい部）
健康医療課

16 健康づくり事業 各種健康づくり事業を実施する。 06 保健・医療
健康づくり事業
実施回数

回 ↑ 74 140 145 150 155 160
（健康こどもみらい部）
健康医療課

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

No. 事業名
ロジックモデルにおける取組内容

（活動～産出）
施策

事業指標

アウトプット指標 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

目標値

（担当部等）
担当課等

（担当部等）
担当課等

目標値

転出者数（暦年）

日常生活に制限がある平均期間の短縮

戦略１（住みたいまち）　重点テーマ④　つながり支え合う地域づくり



  
重点プロジェクト（まち・ひと・しごと創生総合戦略） 



事業名（手段） 直接成果 （直接アウトカム） 中間成果（ＫＰＩ）活動～産出
（アクティビティ・アウトプット）

周産期支援事業

母子保健衛生事業

子育てリフレッシュ事業

子ども医療費助成事業

子育て日常生活支援事業

子育て支援事業

子ども・子育て相談支援
事業

予防接種事業（母子保
健）

定住促進住宅取得等支援
事業

妊娠を希望する方への助
成や妊婦又は産婦及び新
生児等の訪問指導並びに
保健指導等を実施する。

妊産婦健康診査や乳幼児
健康診査等を実施する。

子育て中の保護者を対象
に、リフレッシュできる
場を提供する。

０歳から高校生年齢まで
の健康保険適用医療費の
自己負担分を助成する。

子育て世帯に対し、紙お
むつ等の日常生活用品を
配送する。

子育てサロンの運営や講座
の開催、育児不安等につい
ての相談指導、育児相互援
助活動の支援等を実施する。

身近で相談・交流ができ
る場として、地域に相談
機関を設置する。

定期予防接種の実施や任
意予防接種費用の一部を
助成する。

子育て中の若年世帯等に
対し、住宅の取得費用等
の一部を補助する。

妊娠前からの支援や、妊
産婦や新生児が訪問指導
や保健指導等を受ける。

妊産婦や乳幼児が健康診
査を受診する。

保護者の育児ストレスが
軽減される。

子育て世帯の経済的負担
が軽減する。

子育て当事者等が相談機
関を利用する。

こどもが予防接種を受け
る。

子育て世帯が市内で住宅
を取得する。

妊娠の希望がかなう。

妊娠届出率（妊娠11週以
下）

こどもが増える。

0～4歳人口（暦年）

妊娠への不安が軽減され
る。

子育てへの不安が軽減さ
れる。

戦略２（育てたいまち） 重点テーマ① 出産・子 育ての希望がかなう環境づくり

・妊娠から出産、子育て期に応じた支援の充実
・子育て世帯の定住促進を図るための支援の充実

こどもが病気やけがの際
に早期治療を受ける。

子育て当事者が必要な支
援を受ける。

出産・子育ての希
望がかなう環境

ＫＰＩ（中間目標）

ＫＰＩ（中間目標）



重点テーマ①　出産・子育ての希望がかなう環境づくり

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

① ％ ↑
86.6

(令和６年度)
87.0 87.3 87.5 87.8 88.0

（健康こどもみらい部）
こども家庭センター

② 人 ☇ 6,675 6,626 6,577 6,528 6,479 6,430
（企画部）
企画政策課

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

1 周産期支援事業
妊娠を希望する方への助成や妊婦又は産婦及び
新生児等の訪問指導並びに保健指導等を実施す
る。

01 子育て 妊産婦訪問件数 件 ↑ 1,360 1,380 1,400 1,420 1,440 1,460
（健康こどもみらい部）
こども家庭センター

2 母子保健衛生事業
妊産婦健康診査や乳幼児健康診査等を実施す
る。

01 子育て

法定健康診査
（１歳６か月
児、３歳６か月
児）実施回数

回 → 48 48 48 48 48 48
（健康こどもみらい部）
こども家庭センター

3 子育てリフレッシュ事業
子育て中の保護者を対象に、リフレッシュでき
る場を提供する。

01 子育て
リフレッシュ講
座・開催回数

回 → 10 10 10 10 10 10
（健康こどもみらい部）
こども家庭センター

4 子ども医療費助成事業
０歳から高校生年齢までの健康保険適用医療費
の自己負担分を助成する。

01 子育て 医療費助成件数 件 ー 432,000 423,600 415,120 406,810 398,670 390,690
（健康こどもみらい部）
子育て給付課

5 子育て日常生活支援事業
子育て世帯に対し、紙おむつ等の日常生活用品
を配送する。

01 子育て
紙おむつ等の支
給件数

件 ー 17,600 17,577 17,040 16,520 16,020 15,530
（健康こどもみらい部）
子育て給付課

6 子育て支援事業
子育てサロンの運営や講座の開催、育児不安等
についての相談指導、育児相互援助活動の支援
等を実施する。

01 子育て
子育て支援セン
ター開所日数

日 → 340 340 340 340 340 340
（健康こどもみらい部）
こども家庭センター

7 子ども・子育て相談支援事業
身近で相談・交流ができる場として、地域に相
談機関を設置する。

01 子育て
全箇所の延べ開
設日数

日 → 280 480 480 480 480 480
（健康こどもみらい部）
こども家庭センター

8 予防接種事業（母子保健）
定期予防接種の実施や任意予防接種費用の一部
を助成する。

01 子育て
定期予防接種勧
奨率

％ → 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（健康こどもみらい部）
健康医療課

9 定住促進住宅取得等支援事業
子育て中の若年世帯等に対し、住宅の取得費用
等の一部を補助する。

15 都市・交通
定住促進住宅取
得等支援事業補
助金の交付件数

件 → 292 227 227 227 227 227
（都市みらい部）
住宅課

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

No. 事業名
ロジックモデルにおける取組内容

（活動～産出）
施策

事業指標

アウトプット指標 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

目標値

（担当部等）
担当課等

（担当部等）
担当課等

目標値

妊娠届出率（妊娠11週以下）

0～4歳人口（暦年）

戦略２（育てたいまち）　重点テーマ①　出産・子育ての希望がかなう環境づくり



事業名（手段） 直接成果 （直接アウトカム） 中間成果（ＫＰＩ）活動～産出
（アクティビティ・アウトプット）

英語教育推進事業

ＳＥＬ教育基金事業

あつぎ未来塾事業

小学校児童支援推進事業

中学校少人数学級実施事
業

インクルーシブ教育推進
事業

教育研修・活動支援事業

小中一貫教育推進事業

外国語指導助手（ＡＬ
Ｔ）による授業やＡＩ英
会話アプリを活用する。

基金を活用して、おもし
ろ理科教室を実施する。

地域の大学や企業による
講座を実施する。

授業を受け持つ非常勤講
師を学校に配置する。

少人数学級を実施する学
校に非常勤講師を派遣す
る。

児童・生徒をサポートする
支援員及び介助員を配置す
る。

特色ある学校づくり交付
金を交付する。

小・中学校教員が実施す
る合同研修会を支援する。

児童・生徒のコミュニ
ケーション能力が向上す
る。

児童・生徒の理科に対す
る興味関心が高まる。

生徒が興味のある講座を
主体的に受講する。

教員が児童と関わる時間
が増える。

各学校が交付金を活用し
た取組を行う。

小・中学校教員が合同研
修会を開催する。

児童・生徒の学力が向上
する。

全国学力・学習状況調査
の正答率の全国平均と本
市平均の比較

児童・生徒の社会性が培
われる。（将来を担う人
材の育成）

全国学力・学習状況調査
の思いやりに関する設問
に肯定的に回答した児
童・生徒の割合の全国平
均と本市平均の比較

戦略２（育てたいまち） 重点テーマ② こどもが 自ら学び成長できる環境づくり

・こどもたち一人一人に合わせた質の高い教育の提供
・こどもたちの個性を伸ばす環境づくり
・地域への愛着と誇りを育む郷土学習の実施

不登校やいじめ、問題行
動等が早期に発見される。

全てのこどもが同じ場で
学び共に育つ環境が形成
される。

児童・生徒の学習意欲が
向上する。

児童・生徒の地域への愛
着や誇りが高まる。

学校に行くのが楽しいと
感じる児童・生徒が増え
る。

児童・生徒一人一人に合
わせた指導が行われる。

児童・生徒に互いを尊重す
る意識が育まれる。

こどもたちの確かな学力、
豊かな心・健やかな体が
育まれる。

小中一貫教育の支援体制
の整備・実施が進む。

こどもたちが自ら
学び成長できる環
境づくり

ＫＰＩ（中間目標）

ＫＰＩ（中間目標）



重点テーマ② こどもが自ら学び成長できる環境づくり

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

①
ポイ
ント

↑ -1.9 -1.0 +0.5 +1.0 +1.5 +2.0
（教育部）
教育指導課

②
ポイ
ント

↑ +0.8 +1.0 +1.5 +1.5 +1.5 +2.0
（教育部）
教育指導課

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

1 英語教育推進事業
外国語指導助手（ＡＬＴ）による授業を実施す
る。

02 学校教育
ＡＬＴによる授
業日数（延べ）

日 → 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900
（教育部）
教育指導課

2 ＳＥＬ教育基金事業
基金を活用して、おもしろ理科教室を実施す
る。

02 学校教育
おもしろ理科教
室実施回数

回 → 23 23 23 23 23 23
（教育部）
教育指導課

3 あつぎ未来塾事業 地域の大学や企業による講座を実施する。 02 学校教育 講座実施回数 回 → ー 7 10 10 ー ー
（教育部）
教育指導課

4 小学校児童支援推進事業 授業を受け持つ非常勤講師を学校に配置する。 02 学校教育
非常勤講師を配
置した学校の割
合

％ → 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（教育部）
教職員課

5 中学校少人数学級実施事業
少人数学級を実施する学校に非常勤講師を派遣
する。

02 学校教育
非常勤講師を配
置した学校の割
合

％ → 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（教育部）
教職員課

6 インクルーシブ教育推進事業
児童・生徒をサポートする支援員及び介助員を
配置する。

02 学校教育

支援を必要とす
る児童・生徒に
対する支援員の
配置割合

％ → ー 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（教育部）
教育指導課

7 教育研修・活動支援事業 特色ある学校づくり交付金を交付する。 02 学校教育

特色ある学校づ
くり交付金を計
画に沿って活用
し、特色のある
学校づくりを進
めることができ
たかの問いに肯
定的な回答をし
た学校の割合

％ → ー 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（教育部）
教育指導課

8 小中一貫教育推進事業
小・中学校教員が実施する合同研修会を支援す
る。

02 学校教育
合同研修会参加
校数

校 → 36 36 36 36 36 36
（教育部）
教育指導課

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

No. 事業名
ロジックモデルにおける取組内容

（活動～産出）
施策

事業指標

アウトプット指標 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

目標値

（担当部等）
担当課等

（担当部等）
担当課等

目標値

全国学力・学習状況調査の正答率の全国平均と本市平均の比較

全国学力・学習状況調査の思いやりに関する設問に肯定的に回答した児童・生徒の割合の全国平均と本市平均の比較

戦略２（育てたいまち）　重点テーマ②　こどもが自ら学び成長できる環境づくり



 
重点プロジェクト（まち・ひと・しごと創生総合戦略） 



事業名（手段） 直接成果 （直接アウトカム） 中間成果（ＫＰＩ）活動～産出（アクティビティ・アウトプット）

高齢者生きがい就労事業

就労対策事業

中小企業イノベーション
支援事業

ロボット産業推進事業

中小企業事業資金融資事
業

中小企業活性化推進事業

ビジネスチャレンジャー
支援事業

企業立地サポート事業

土地区画整理推進事業

戦略３（働きたいまち） 重点テーマ① 暮らしと まちを支える産業の活性化によるまちづくり

・新たな産業拠点の創出による企業の誘致
・経済基盤を支える中小企業の経営支援
・就労の希望を叶える取組の推進
・地域の食を支える農業の振興

耕作放棄地再生利用事業

農業担い手育成対策事業

新規就農者支援事業

地産地消推進事業

農産物ブランド化推進事
業

園芸振興対策事業

厚木市シルバー人材セン
ターに対し、補助金を交
付する。

市内企業の人材確保を支
援する。

中小企業の市場競争力や
経営基盤の安定化に向け、
補助金を交付する。

市内中小企業が先端技術
を導入する際に補助を行
う。

中小企業の経営の安定化
に向けた支援を行う。

中小企業向けの相談の実
施や受注機会の拡大に向
けた補助を行う。

地域経済の安定的な発展
に向け、新規開業者を支
援する。

新たに立地する企業や大規
模設備投資を行う企業に対
し、奨励金を交付する。

一般保留フレームに位置付
けた地区に対し土地区画整
理の事業化を支援する。

耕作放棄地を再生利用す
る新たな担い手を支援す
る。

農業関係団体や認定農業
者等を支援する。

新規就農者の経営支援や
営農定着に向け資金等を
交付する。

地産地消に向け、朝市や
夕焼け市、農業まつりの
開催を支援する。

新たな農産物ブランド化
事業に取り組む事業実施
者を支援する。

農産物の生産における最
新技術の導入等に対し補
助金を交付する。

高齢者の就労機会が確保
される。

市内企業での雇用機会が
拡大される。

中小企業の生産性が向上
する。

中小企業の経営が安定す
る。

中小企業の収益が増大す
る。

支援を受けた経営者が新
規開業する。

土地区画整理事業が事業
化し、新たな産業拠点が
創出される。

耕作放棄地を再生利用す
る担い手が増える。

農業後継者や担い手が確
保・育成される。

新規就農者が増える。

市民等が地場農産物を購
入する。

事業者が新たな農産物ブ
ランドを開発する。

野菜や果樹の品質が向上
し、高品質な花きが生産
される。

市民の就労意欲が高まる。

持続可能な経営により、
中小企業が維持される。

事業所が増える。

市外企業が新たに立地し、
既存企業が事業を拡大す
る。

農業従事者が確保・維持
される

厚木の農産物の需要が高
まる

農地が保全される。

働く市民が増える。

15～64歳人口（生産年齢
人口）（暦年）

農畜産物が安定して供給
できる。

水稲作付面積10a当たり
の収量（暦年）

暮らしとまちを支
える産業の活性化

ＫＰＩ（中間目標）

ＫＰＩ（中間目標）



重点テーマ① 暮らしとまちを支える産業の活性化によるまちづくり

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

① 人 ☇ 139,953 139,516 139,079 138,642 138,205 137,766
（企画部）
企画政策課

② ㎏ ↑ 508 509 510 511 512 513
（環境農政部）
農業政策課

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

1 高齢者生きがい就労事業
厚木市シルバー人材センターに対し、補助金を
交付する。

04 高齢者福祉 補助金交付件数 件 → 1 1 1 1 1 1
（市民福祉部）
福祉総合支援課

2 就労対策事業 市内企業の人材確保を支援する。 19 産業・労働
勤労者奨学金返
済助成金の交付
件数（累計）

件 ↑ 814 1,094 1,414 1,774 2,134 2,494
（産業文化スポーツ部）
産業振興課

3 中小企業イノベーション支援事業
中小企業の市場競争力や経営基盤の安定化に向
け、補助金を交付する。

19 産業・労働
中小企業設備投
資促進事業補助
金交付件数

件 ↑ 9 10 11 12 13 14
（産業文化スポーツ部）
産業振興課

4 ロボット産業推進事業
市内中小企業が先端技術を導入する際に補助を
行う。

19 産業・労働
ロボット関連産
業等促進事業補
助金の交付件数

件 → 3 3 3 3 3 3
（産業文化スポーツ部）
産業振興課

5 中小企業事業資金融資事業 中小企業の経営の安定化に向けた支援を行う。 19 産業・労働 特定金融機関数 件 → 18 18 18 18 18 18
（産業文化スポーツ部）
産業振興課

6 中小企業活性化推進事業
中小企業向けの相談の実施や受注機会の拡大に
向けた補助を行う。

19 産業・労働
起業・経営なん
でも相談会の開
催回数

回 → 12 12 12 12 12 12
（産業文化スポーツ部）
産業振興課

7 ビジネスチャレンジャー支援事業
地域経済の安定的な発展に向け、新規開業者を
支援する。

19 産業・労働
あつぎ起業ス
クール実施日数

日 → 6 6 6 6 6 6
（産業文化スポーツ部）
産業振興課

8 企業立地サポート事業
新たに立地する企業や大規模設備投資を行う企
業に対し、奨励金を交付する。

19 産業・労働

企業等の立地促
進等に関する条
例に基づく奨励
措置（立地及び
設備投資）の適
用件数

件 ― 2 10 9 8 8 8
（産業文化スポーツ部）
産業振興課

9 土地区画整理推進事業
一般保留フレームに位置付けた地区に対し土地
区画整理の事業化を支援する。

17 基盤整備 助成決定地区数 地区 → 4 ー 1 1 ー ー
（都市みらい部）
区画整理課

10 耕作放棄地再生利用事業
耕作放棄地を再生利用する新たな担い手を支援
する。

21 農業 補助件数 件 → 4 5 5 5 5 5
（環境農政部）
農業政策課

11 農業担い手育成対策事業 農業関係団体や認定農業者等を支援する。 21 農業
後継者育成団体
への交付金交付
件数

件 → 1 1 1 1 1 1
（環境農政部）
農業政策課

12 新規就農者支援事業
新規就農者の経営支援や営農定着に向け資金等
を交付する。

21 農業
新規就農に係る
資金の交付件数
（累計）

件 ↑ 34 34 35 36 37 38
（環境農政部）
農業政策課

13 地産地消推進事業
地産地消に向け、朝市や夕焼け市、農業まつり
の開催を支援する。

21 農業
朝市・夕焼け市
実施回数

回 → 80 80 80 80 80 80
（環境農政部）
農業政策課

14 農産物ブランド化推進事業
新たな農産物ブランド化事業に取り組む事業実
施者を支援する。

21 農業 交付金交付件数 件 ― 3 3 3 2 2 1
（環境農政部）
農業政策課

15 園芸振興対策事業
農産物の生産における最新技術の導入等に対し
補助金を交付する。

21 農業 補助金交付件数 件 → 23 23 23 23 23 23
（環境農政部）
農業政策課

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

No. 事業名
ロジックモデルにおける取組内容

（活動～産出）
施策

事業指標

アウトプット指標 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

目標値

（担当部等）
担当課等

（担当部等）
担当課等

目標値

15～64歳人口（生産年齢人口）（暦年）

水稲作付面積10a当たりの収量（暦年）

戦略３（働きたいまち）　重点テーマ①　暮らしとまちを支える産業の活性化によるまちづくり



事業名（手段） 直接成果 （直接アウトカム） 中間成果（ＫＰＩ）活動～産出
（アクティビティ・アウトプット）

コミュニティ交通推進事
業

地域公共交通対策事業

次世代モビリティシステ
ム検討事業

街路整備事業

幹線市道新設改良事業

交通混雑対策推進事業

道路交通環境整備事業

市街地商業活性化事業

商業活動振興事業

コミュニティ交通の運行
を実施・支援する。

交通事業者に対し補助金
を交付する。

将来のモビリティサービ
スを研究・開発する。

都市計画道路を整備する。

１・２級市道等を整備す
る。

交通混雑の緩和に効果的
な道路整備を行う。

歩行者空間の確保や交差
点改良などの整備を行う。

中心市街地の空き店舗を
活用して開業する事業者
に対し補助金を交付する。

商店会等が行う事業に対
し補助金を交付する。

コミュニティ交通の運行
が維持される。

公共交通路線が維持され
る。

自動運転車両やデマンド
交通等が導入される。

交通混雑が解消し、車両
が円滑に通行できる。

歩行者が増える。

店舗が増える。

商店会等が活性化する。

地域の商業が活性化する。

誰もが利用しやすい公共
交通体系が形成される。

日常生活で公共交通機関
を利用している市民の割
合

市内で買い物が完結でき
る。

主に利用する店舗が市内
にある市民の割合

人にも企業にも選
ばれるまち

徒歩圏内の交通機関が充
実する。

バスやタクシーが遅延な
どがなく円滑に運行され
る。

快適な日常生活や効率的
な経済活動ができる。

戦略３（働きたいまち） 重点テーマ② 人にも企 業にも選ばれるまちづくり

・市民の快適な移動による地域の活性化
・日ごろの移動の足となる地域公共交通の充実
・生活を豊かにする魅力ある商業の振興
・企業活動を支える交通環境の充実

ＫＰＩ（中間目標）

ＫＰＩ（中間目標）



重点テーマ② 人にも企業にも選ばれるまちづくり

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

① % → 61.7 61.7 61.7 61.7 61.7 61.7
（都市みらい部）
都市計画課

② % ↑ 84.6 85.1 85.6 86.1 86.6 87.1
（産業文化スポーツ部）
商業観光課

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

令和10
(2028)年度

令和11
(2029)年度

令和12
(2030)年度

1 コミュニティ交通推進事業 コミュニティ交通の運行を実施・支援する。 15 都市・交通
コミュニティ交
通運行箇所数

か所 → 2 2 2 2 2 2
（都市みらい部）
都市計画課

2 地域公共交通対策事業 交通事業者に対し補助金を交付する。 15 都市・交通
バス停の上屋及
びベンチ設置の
補助金交付件数

件 → 2 2 2 2 2 2
（都市みらい部）
都市計画課

3 次世代モビリティシステム検討事業 将来のモビリティサービスを研究・開発する。 15 都市・交通
モビリティサー
ビス調査研究

ー ー 調査研究 調査研究 調査研究 調査研究 調査研究 調査研究
（都市みらい部）
都市計画課

4 街路整備事業 都市計画道路を整備する。 16 道路 事業進捗率 ％ ↑ 30.0 32.0 34.0 35.0 39.0 46.0
（都市インフラ整備部）
交通混雑対策課

5 幹線市道新設改良事業 １・２級市道等を整備する。 16 道路 事業進捗率 ％ ↑ 18.0 24.0 57.0 87.0 100.0 ー
（都市インフラ整備部）
交通混雑対策課

6 交通混雑対策推進事業 交通混雑の緩和に効果的な道路整備する。 16 道路 事業進捗率 ％ ↑ 1.3 9.4 20.0 38.0 62.0 79.0
（都市インフラ整備部）
交通混雑対策課

7 道路交通環境整備事業
歩行者空間の確保や交差点改良などの整備を行
う。

16 道路
道路交通環境整
備の件数

件 ― 12 20 7 10 8 5
（都市インフラ整備部）
交通混雑対策課

8 市街地商業活性化事業
中心市街地の空き店舗を活用して開業する事業
者に対し補助金を交付する。

20 商業

中心市街地商店
街空店舗対策事
業補助金の交付
件数

件 → 11 13 13 13 13 13
（産業文化スポーツ部）
商業観光課

9 商業活動振興事業 商店会等が行う事業に対し補助金を交付。 20 商業
販売促進・ＰＲ
事業補助金の交
付件数

件 → 19 19 19 19 19 19
（産業文化スポーツ部）
商業観光課

目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

目標値
（担当部等）

担当課等

（担当部等）
担当課等

No. 事業名
ロジックモデルにおける取組内容

（活動～産出）
施策

事業指標

アウトプット指標 単位
目標値
の方向

現状値
令和７

(2025)年度

目標値

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位

日常生活で公共交通機関を利用している市民の割合

主に利用する店舗が市内にある市民の割合

戦略３（働きたいまち）　重点テーマ②　人にも企業にも選ばれるまちづくり


